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大気汚染防止法第 18 条の 15 第 1項に基づき、解体等工事に係る石綿使用の有無に関する事前調査結果について下記

添付書類をもって説明します。

契約番号  

工事件名  

添付書類 

◇解体等工事に係る事前調査説明書面 

◆（別紙１）特定粉じん排出（石綿除去）等作業の概要 

◇建築物等の解体等の作業に関するお知らせ（※１） 

○上記お知らせの掲示場所（平面図等） 

○調査した建材及び石綿の有無等を示した調査詳細表（※２） 

○含有又は含有なしと判断した際に使用した根拠資料（※２） 

●石綿含有建材位置図面（※２） 

■分析調査報告書 

■分析調査試料採取箇所を示した図面 

○調査状況写真（※２） 

■分析調査試料採取作業写真 

 

【凡例】（必須書類） 

     ◇：石綿事前調査結果報告システムにより作成し、添付する書類 

     ○：任意の様式で作成し、添付する書類 

    （追加書類） 

     ◆：石綿事前調査結果報告システムにより作成し、調査の結果が 

       石綿有又は石綿みなし有の場合に添付する書類 

     ●：調査により石綿が含有すると判明した建材があった場合に、 

       任意の様式で作成し、添付する書類 

     ■：分析調査を実施した場合に添付する書類 

監理業務受託者 会社名   担当者名   

 受注者から事前調査結果について、書面をもって説明を受けました。 

 

                       年  月  日 

       施設課長             
 
備考 工事中に特定建築材料を見つけた場合は、再度説明すること。 
※１ 調査により、施工範囲に使用されている石綿含有建材が「レベル１・２（届出対象）」、「レベル３（届

出非対象）」、「石綿含有なし」のうち、該当する内容によって記載すべき事項が異なることに注意するこ

と。詳しくは「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル（厚生

労働省・環境省）」（以下、「マニュアル」という。）を参照とすること。 
※２ マニュアル又は建築物石綿含有建材調査者講習等で示されている、事前調査結果報告書の作成例を参照と

すること。 
   なお、区が過去に行った石綿に係る調査の結果資料を提供している場合、当該調査結果資料の一部を現況

に合わせて更新、又は相違が無いことを確認したうえで、添付書類として使用することができるものとする。 


